
   

居宅介護支援事業ｻｰﾋﾞｽのご案内

（重要事項説明書）

医療法人　賛幸会

鳥取高齢者介護支援センター　はまゆう



1．事業の目的

　要介護者等の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者や家族の意向等を基に、

居宅サービス又は施設サービスが適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等の計画を作成

するとともに、適切なサービスの提供が確保されるよう、指定居宅サービス事業者、介護保険施設

等との連絡調整その他便宜の提供を行うことを目的とする。

２.運営の方針

　利用者が要介護状態等になった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力に

応じて、自立した日常生活を営むことが出来るよう配慮して行う。 

２　利用者の心身の状況、そのおかれている環境等に応じて利用者の選択に基づき、適切な

保健医療サービス及び福祉サービスが、総合的かつ効果的に提供されるよう配慮して行う。 

３　利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者及びその家族の立場に立って利用者に提供

され、居宅サービス等が特定の種類あるいは特定の居宅サービス事業者に不当に偏することが 

ないよう、公正中立に行う。

４　事業の運営に当たっては、市町村、地域の保健・医療・福祉サービス、地域包括支援センター、 

他の居宅介護支援事業者、介護保健施設等との連携に努める。 

３．法人の概要

名称・法人種別 医療法人賛幸会

所在地 鳥取市野寺６２番地１

代表者役職・氏名 　　　居宅介護支援                      （鳥取県   理事長　田中　彰

電話番号 ０８５７－５１－７８０１

４．事業所の概要

(1) 居宅介護支援事業者の指定番号およびサービス提供地域

事業所名 鳥取高齢者介護支援センタ－はまゆう

所在地 鳥取市服部２０４番地１

連絡先 ０８５７－５１－７８５８＊ 緊急連絡電話 ０８５７－５１－７８０１　　

介護保険指定番号 　　　居宅介護支援     （鳥取県   号）

サービスを提供する 鳥取市、八頭町、若桜町

地域 ＊ （＊上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。）

(2) 職員体制 

管理者 ※介護支援専門員のうち1名は

管理者と兼務しています。

(3) 営業日及び営業時間

営業日 （月）～（土）

休業日 （日）（祝）及び１２月３０日から１月３日

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分

（＊緊急時には随時対応させていただきます）

５．居宅介護支援の内容

（1）申込みからサービス提供までの流れと主な内容

1 居宅介護支援の相談

2 居宅介護支援契約の内容説明と契約の締結（契約書、居宅介護支援重要事項説明書）

3 要介護認定の申請手続きの代行（要介護認定未申請の方のみ）

4 利用者、家族との面談および自宅訪問により希望と状況の把握

5 ケアプラン原案の作成

6 ケアプラン原案をもとに利用者と面談し希望を調整し最終案を作成する

7 利用者からケアプランの承認を頂いたのち、プランに基づきケアの提供を開始する

8 ケア提供開始後も、ケアがプランどおり提供されているか観察記録し、問題があれば変更する

非常勤

介護支援専門員

１名

2名4名

令和8年6月1日

計

居宅介護支援重要事項説明書

3170100139

1名

6名

常勤
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（2）テレビ電話装置等を利用したモニタリングの実施

　人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマネジメントの質の向上

の観点から、要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングを行

う場合があります。

　テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施方法及びメリット、デメリットは以下のとおりです。

６．利用料金

（1）介護保険給付対象サービス

　居宅介護支援を提供した際の利用料金の額は、介護報酬告示上の額によるものとし、

当該居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、利用者の自己負担はありません。

　ただし、利用者の保険料滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１か月あたりの

利用料金（下表）をお支払いいただきます。サービス提供証明書を発行しますので

後日、保険者（市町村）の窓口に提出することで、全額払い戻しを受けることができます。

●利用料金 現在

1

2

退院・退所加算

（カンファレンス参加　無）

（2）交通費

　前記４の（１）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。

それ以外の地域の方は、介護支援専門員が訪問するための交通費の実費を請求させて

いただく場合があります。

（3）その他の料金   

　要介護認定申請代行に係る郵送費等の実費、または記録等のコピ－を希望される方は

その実費を請求する場合があります。

（4）支払方法

  実費料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月１０日までに前月分の請求をいたしますので、

その月の末日までにお支払いください。お支払いいただきますと、領収証を発行します。

 お支払方法は、銀行振込、現金集金の2通りの中からご契約の際に選べます。

当事業所職員（介護従事
者）の賃金改善等のための
加算です。

当事業所の人員数等に応じて
算定される加算です。

特定事業所加算(Ⅱ)

　移動が不要であるため、ケアマネジャーとの日程調整が容易になります。

　訪問者を自宅に迎え入れないため、利用者の心理的負担が軽減されます。

□ 　電波状況等により、やりとりが伝わりにくくなる場合があります。

□

□

□ 　感染症が流行している状況でも、非接触な面接が可能になります。

同意欄

□

□

□

説　明

　利用者の状態が安定していることを前提として実施します。

　実施にあたっては主治医及びサービス事業者等の合意を得ます。

　2月に1回は利用者の居宅を訪問し面接を行います。

連携２回

6,000

円4,500

6,000 円

令和8年6月1日

居宅介護給付費（Ⅰ）
要介護度に応じて算定される
基本の額です。

円/月

14,110

要介護１、２

要介護３、４、５

連携１回

初回加算 円/月

介護職員等処遇改善加算

1,250

2,000

円

円

円/月緊急時等居宅カンファレンス加算（月2回まで）

4,000 円/月ターミナルマネジメント加算

円/月

9,000 円

退院・退所加算
　　　（カンファレンス参加　有）

連携１回

連携２回

連携３回

7,500

特定事業所医療介護連携加算

通院時情報連携加算 500 円/月

介護給付費と加
算を合わせた額
の2.1％/月

円/月

円/月

円/月

4,210

10,860

（Ⅰ）入院当日
入院時情報連携加算

2,000 円/月

3,000

2,500

（Ⅱ）入院後３日以内

利用者個々の状況に応じ
て算定される加算です。

交通費の算定方法

往復の距離（ｋｍ）÷11×ガソリン価格
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７．サービスの提供にあたって

（1）サービスの実施方法

①利用者の相談を受ける場所は、利用者の居宅等または事業所とする。

②サービス担当者会議の開催場所は、利用者の居宅等または事業所とする。

③所定のアセスメントシートを用いて、解決すべき課題に対応するための居宅サービス計画の

原案を作成する。

④介護支援専門員は、居宅サービス計画作成後も、利用者の自立した日常生活を支援する上で

解決すべき課題、実施状況の把握及び連絡調整等の必要に応じて訪問する。

（2）サービスの終了

① ご利用者のご都合で、サービスを終了する場合

 文書でお申し出下されば、いつでもこの契約を解約することが出来ます。

② 当事業所の都合で、サービスを終了する場合

 人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がござい
ます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の居宅介護支

援事業者をご紹介いたします。

③ 自動終了

 以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

・ 利用者が、介護保険施設に入所した場合

・ サービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された場合

・ 利用者の要介護認定区分が要介護から要支援となり、地域包括支援センターへ計画

を移管した場合

・ 利用者が、お亡くなりになった場合

④ その他

 利用者やご家族などが、当事業所や当事業所の介護支援専門員に対して本契約を継続し難い

ほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていた

だく場合がございます。

８．サービス利用にあたっての留意事項

９．記録

(1) 利用者の介護保険サービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後5年間保管します。

(2) 利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則として、これに応じます。但し、扶養者

その他の者（利用者代理人を含む）に対しては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り

これに応じます。

１０．サービス内容に関する苦情

(1)  当事業所ご利用者相談・苦情担当

  当事業所の居宅介護支援提供に関する利用者及びその家族からの相談・苦情を受け付けるための

窓口を設置します。

○ 苦情受付担当者 事務長 　　　　　　山根　大介 電話 0857-51-7801

通所統括次長　　竹内　幸治 電話 0857-51-7801

○ 苦情解決責任者 管理者　　　齋藤　頼睦 電話 0857-51-7858

○ 第三者委員 前田　隆　氏 電話 0857-53-0312

・利用者は、複数の事業所の紹介を求めることが可能で
す。
・利用者は、当該事業所をケアプランに位置付けた理由を
求めることが可能です。

質の高いケアプラン作成および自立支援に向けた知識を
深めるため、年１回以上研修を実施しています。

ケアプランに位置付ける居宅サービス
事業所について

介護支援専門員への研修の実施

介護支援専門員の変更

事  項

調査（課題把握）の方法

・変更を希望される方はお申し出ください。

・事業者の都合により、介護支援相談員を変更することが
あります。交替する場合は利用者に対してサービス利用上
の不利益が生じないよう十分配慮するものとします。

留意点

所定のアセスメントシートにより行います。
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(2)  その他

　当事業所以外に、以下の市町村相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。

・鳥取県国民健康保険団体連合会[介護保険室]

電話 0857-20-2100 FAX 0857-29-6115

・鳥取県社会福祉協議会[鳥取県福祉サービス運営適正化委員会]

電話 0857-59-6335 FAX 0857-59-6340

電子メール unei-t@tottori-wel.or.jp

・鳥取市福祉部長寿社会課

電話 0857-30-8212 FAX 0857-20-3906

１１．秘密保持

(1) 事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者

およびその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。

この守秘義務は契約終了後も同様です。

(2) 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の

個人情報を用いません。

(3) 事業者は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、

当該家族の個人情報を用いません。

１２．事故発生時の対応

(1) 利用者に対する居宅介護支援サービスの提供により事故が発生した場合には速やかに市町村及び

利用者の家族に連絡を行うと共に、必要な措置を講じます。

(2) 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身

体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。

１３．虐待防止のための措置

(1) 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下に掲げる事項を実

施します。

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底を図ります。

② 虐待防止のための指針を整備します。

③ 虐待を防止するための定期的な研修を実施します。

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。

(2) 事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者 （利用者の家族等高齢者を現に養護

する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報し

ます。

１４．業務継続に向けた取り組み

(1) 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という）を

策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

(2) 事業者は従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施します。

(3) 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

１５．感染症の予防及びまん延の防止のための措置

事業者は、感染症が発生し又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じます。

① 法人における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用してできるものとする）をおおむね３月に１回以上開催することともに、その結果について

従業者に周知徹底を図ります。

② 法人における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。

③ 法人において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。
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１６．身体拘束等の原則禁止

事業者は、身体拘束適正化を図るため次に掲げる措置を行います。

① 法人における身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用

してできるものとする）をおおむね３月に１回以上開催することともに、その結果について従業者

に周知徹底を図ります。

② 法人における身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。

③ 法人において、従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。

１７．サービス利用割合

当事業所が作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は別紙のとおりです。

事業者

  契約書および本書面により、居宅介護支援の重要事項について、利用者に説明を行いました。

事業者

鳥取市野寺６２番地１

医療法人　　賛幸会

鳥取高齢者介護支援センタ－はまゆう

理事長　　　田中　彰 印

説明者

鳥取高齢者介護支援センタ－はまゆう

氏名　　　　　　 印

利用者

  私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援について重要事項の説明を受けました。

利用者

住所　

氏名 印

＜代理人　/　代筆者＞（どちらかに○をする）

住所　

氏名 印

代筆理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

続柄（　　　　　　）

令和 　    　年　   　  月　　     日
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